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　9月定例会が、9月1日から18日までの18日間の会期で開催され、平成26年度一般
会計・特別会計・企業会計の歳入歳出決算認定11件、条例改正4件、平成27年度補正
予算2件、また、議員提案の会議規則改正1件が提案され、議決しました。

市税
44億4,898万円
（33.08%）

地方交付税
29億2,214万円
（21.73%）

国庫支出金
14億379万円
（10.44%）

財産収入
1億4,627万円（1.09%）
諸収入
1億1,383万円（0.85%）
繰入金
1億937万円（0.81%）
使用料及び手数料
7,512万円（0.56%）
寄附金
276万円（0.02%）

繰越金
6億4,681万円
（4.81%）

分担金及び負担金
4億65万円（2.98%）

市債
15億3,704万円
（11.43%）

県支出金
10億4,074万円（7.74%）

地方消費税交付金
4億304万円（3.00%）

地方譲与税他　1億9,915万円（1.49%）

民生費
40億4,646万円
（32.5%）

教育費
13億7,034万円
（11.0%）

土木費
11億5,632万円
（9.3%）

衛生費
8億5,499万円
（6.9%）

公債費
16億6,200万円
（13.4%）総務費

15億3,069万円
（12.3%）

農林水産業費
7億9,411万円
（6.4%）

消防費　4億4,027万円（3.5%）
諸支出金　3億5,179万円（2.8%）
議会費　1億5,146万円（1.2%）
商工費　7,719万円（0.6%）
労働費　287万円（0.0%）

※1万円未満は四捨五入のため
　合計が合わない場合があります。
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◆市債の26年度末現在高
◆基金の26年度末現在高

259億4,054万円
68億5,047万円

　一般会計の決算額は、歳入総額134億4,969万円、歳出総額124億3,848万円で歳入歳出差引額
10億1,120万円となりました。
　普通会計決算額（一般会計決算額と特別会計のうち適用となる合計の決算額を合わせた数値）
により算出した財政状況を表す数値を挙げると、経常収支比率は86.2%、財政力指数は0.73と
なりました。

　財政構造の弾力性を測定する指標。
　低ければ低いほど財政運営に弾力性があり、政策的
に使えるお金が多くあることを示している。
　人件費や扶助費、公債費など縮減することが容易で
ない経費（義務的経費）に、地方税や地方交付税など
の一般財源がどの程度費やされているかを求めたもの。

経常収支比率
　地方公共団体の財政力の強弱
を示す指数で、経常収支比率と
は反対に、数値が高いほど、
1.00に近い（あるいは1.00を超
える）ほど、財政に余裕がある
とされています。

財政力指数

平成26年度各会計決算額 （1万円未満は四捨五入しています。）

3億3,807万円

1億1,871万円

3億681万円

4億3,562万円

収益的収支
資本的収支

上水道事業会計

会　　計 歳　入 歳　出 差引額

特
別
会
計

一　般　会　計
国民健康保険特別会計
後期高齢者医療特別会計
介護保険特別会計
地域包括支援センター特別会計
簡易水道事業特別会計
下水道事業特別会計
農業集落排水事業特別会計
田富よし原処理センター事業特別会計
工業用地整備事業特別会計

134億4,969万円

32億1,579万円

2億857万円

17億2,741万円

2,649万円

3億7,264万円

12億7,915万円

2億5,346万円

5,884万円

7億1,624万円

124億3,848万円

32億1,138万円

2億770万円

16億8,616万円

2,649万円

3億6,974万円

12億4,305万円

2億4,578万円

4,900万円

7億1,615万円

10億1,120万円

441万円

88万円

4,126万円

0

291万円

3,610万円

768万円

985万円

9万円
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　4つの指標のうち、一般財源に対する借金返済額の割合を示す「実質公債費比率」
が12.5%になりました。市町村が収入や貯金に対し、将来返済しなければならない負債額
の割合を示す将来負担比率についても早期健全化基準の25%と比較すると12.5ポイント
下回りました。
　また、特別会計・企業会計の資金不足比率では、資金の不足額は生じていないことか
ら、経営資金の状況が著しく悪化している状況にはない結果となりました。

健全化判断比率 平成26年度 平成25年度 早期健全化基準

① 実質赤字比率 （▲9.62％） （▲6.88％）
H25　13.66％
H26　13.70％

② 連結実質赤字比率 （▲14.23％） （▲13.64％）
H25　18.66％
H26　18.70％

③ 実質公債費比率 12.5％ 13.2％ 25.0％

④ 将来負担比率 40.0％ 39.4％ 350.0％

財政健全化判断比率とは
　都道府県や市区町村に「実質赤字」「連結実質赤字」「実質公債費」「将来負担」の4つと公営企業会計の「資
金不足」の比率を毎年度公表することを義務づけています。比率が一定の基準を超えると、財政健全化計画を策定し
て県や国への報告が必要になったり、総務大臣の許可を得なければ地方債が発行できなくなったりします。

簡易水道事業特別会計

下水道事業特別会計

農業集落排水事業特別会計

工業用地整備事業特別会計

上水道事業会計

特別会計

（▲3.1％）

（▲14.3％）

（▲20.8％）

（▲100.0％）

（▲130.9％）

平成26年度

（▲2.4％）

（▲13.0％）

（▲21.5％）

（▲6.6％）

（▲212.5％）

平成25年度

20.0％

20.0％

20.0％

20.0％

20.0％

経営健全化基準

資金不足比率とは
　当該地方公共団体の公営企業会計ごとの資金の不足額の度合いを表す指標です。公営企業の資金不足を、公
営企業の事業規模である料金収入の規模と比較して指標化し、経営状態の悪化の度合いを示す指標とも言えます。
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（
審
査
の
期
間
）

　
7
月
6
日（
月
）か
ら

　
7
月
29
日（
水
）ま
で

（
審
査
の
結
果
）

　
各
会
計
の
決
算
は
、
い
ず
れ
も

関
係
法
令
に
準
拠
し
て
作
成
さ
れ

て
お
り
、
そ
の
計
数
は
、
正
確
で

あ
る
も
の
と
認
め
ら
れ
た
。
予
算

執
行
状
況
は
、
概
ね
適
正
に
執
行

さ
れ
て
い
る
と
認
め
ら
れ
た
。
ま

た
、
基
金
に
つ
い
て
も
誤
り
の
な

い
も
の
と
認
め
ら
れ
、
運
用
状
況

も
妥
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
た
。

1
、
市
税
の
徴
収
状
況

　
一
部
の
企
業
で
業
績
が
改
善
し
、

法
人
市
民
税
の
増
収
が
著
し
い
。

市
税
の
収
入
未
済
額
は
前
年
度
比

11
・
9
％
の
減
。
現
年
課
税
分
の

徴
収
率
に
つ
い
て
は
向
上
し
て
い

る
が
、
滞
納
繰
越
分
は
依
然
と
し

て
厳
し
い
状
況
に
あ
る
。
更
な
る

納
入
の
徹
底
を
図
る
よ
う
努
め
て

い
た
だ
き
た
い
。
滞
納
処
分
強
化

を
図
っ
て
い
る
が
収
入
未
済
額
は

依
然
多
額
に
な
っ
て
い
る
。
債
権

管
理
を
徹
底
し
、
収
納
体
制
の
強

化
を
図
り
、
収
入
未
済
額
の
縮
減

に
努
め
ら
れ
た
い
。
不
納
欠
損
額

は
前
年
度
比
50
・
7
％
増
。
不
納

欠
損
処
分
は
関
係
法
令
に
基
づ
く

も
の
で
あ
る
が
、
厳
正
に
対
処
さ

れ
た
い
。

2
、
公
債
費
の
状
況

　
公
債
費
は
、
利
率
見
直
借
換
に

伴
い
、
前
年
度
比
2
億
1
、

1
2
2
万
円
（
14
・
6
％
）
の
増

と
な
っ
て
は
い
る
が
、
借
換
分
を

除
い
た
償
還
に
つ
い
て
は
微
減
と

な
っ
て
い
る
。

3
、
特
別
会
計
の
状
況

　
特
別
会
計
は
9
会
計
合
計
の
歳

入
総
額
が
前
年
度
比
16
・
4
％
増
、

歳
出
総
額
は
前
年
度
比
16
・
0
％

増
と
な
っ
て
お
り
、
実
質
収
支
は

9
、
8
9
8
万
円
の
黒
字
と
な
っ

て
い
る
。
会
計
別
に
考
察
す
る
と
、

前
年
度
と
比
べ
農
業
集
落
排
水
事

業
特
別
会
計
、
田
富
よ
し
原
処
理

セ
ン
タ
ー
事
業
特
別
会
計
は
歳
入

歳
出
と
も
に
減
少
し
た
が
、
他
7

会
計
に
つ
い
て
は
歳
入
歳
出
と
も

増
加
し
た
。

4
、
審
査
の
総
括

　
自
主
財
源
の
確
保
や
、
税
等
の

収
納
率
向
上
に
最
大
限
努
力
す
る

必
要
が
あ
る
。
歳
出
で
は
社
会
保

障
経
費
の
増
加
や
、
老
朽
化
施
設

の
整
備
、
防
災
・
減
災
な
ど
優
先

度
の
高
い
公
共
事
業
へ
の
投
資
も

避
け
ら
れ
な
い
。
合
併
特
例
事
業

債
の
適
用
が
延
長
さ
れ
た
の
で
、

有
効
活
用
し
て
合
併
の
効
果
を
上

げ
る
よ
う
期
待
す
る
。
特
に
公
共

施
設
の
統
廃
合
の
積
極
的
な
見
直

し
に
も
早
急
に
取
り
組
ん
で
い
た

だ
き
た
い
。
こ
の
よ
う
な
状
況
の

中
で
、
行
財
政
改
革
に
基
づ
く
事

務
事
業
の
抜
本
的
な
見
直
し
に
よ

り
、
限
ら
れ
た
財
源
の
有
効
活
用

を
図
る
と
と
も
に
、
職
員
一
人
ひ

と
り
が
常
に
コ
ス
ト
意
識
を
持
っ

て
、
さ
ら
な
る
財
政
健
全
化
へ
の

取
り
組
み
を
積
極
的
に
推
進
し
、

効
率
的
且
つ
効
果
的
な
経
費
支
出

を
図
る
よ
う
努
め
ら
れ
た
い
。
今

後
と
も
後
期
基
本
計
画
の
施
策
や

事
業
を
推
進
し
、
達
成
度
や
取
組

み
状
況
を
検
証
し
、
市
民
生
活
の

充
実
と
市
政
発
展
に
一
層
努
力
さ

れ
る
よ
う
望
む
と
こ
ろ
で
あ
る
。

（
審
査
の
機
関
）

　
7
月
6
日（
月
）か
ら

　
7
月
29
日（
水
）ま
で

（
審
査
の
結
果
）

　
決
算
諸
表
は
企
業
会
計
の
原
則

に
従
っ
て
整
備
さ
れ
、
計
数
は
正

確
で
内
容
も
正
当
な
も
の
で
あ
り
、

会
計
諸
帳
票
、
証
拠
書
類
等
の
処

理
管
理
に
つ
い
て
も
公
正
か
つ
適

切
に
処
理
さ
れ
、
正
確
な
も
の
と

認
め
ら
れ
る
。

一
般
会
計
・
特
別
会
計

上
水
道
事
業
会
計

（
意
見
と
指
摘
事
項
）

　
一
般
会
計
の
決
算
は
、
前

年
度
に
比
べ
て
、
歳
入
総
額

が
13
・
0
％
の
増
、
歳
出
総

額
は
10
・
5
％
増
加
し
て
お
り
、

実
質
収
支
は
7
億
7
、

9
9
8
万
円
の
黒
字
と
な
っ

て
い
る
。
構
成
比
で
は
、
自

主
財
源
比
率
が
1
・
2
ポ
イ

（
意
見
と
指
摘
事
項
）

　
前
年
度
に
比
べ
、
給
水
人

口
が
1
6
、
8
5
7
人
で
前

年
度
比
0
・
8
％
減
、
給
水

戸
数
は
7
、
8
1
6
戸
で
0
・

9
％
増
。
有
収
率
は
1
・
8

ポ
イ
ン
ト
低
下
し
た
。
有
収

率
の
向
上
及
び
有
収
水
量
確

保
の
た
め
、
引
き
続
き
抜
本

的
な
対
応
策
を
強
く
望
む
。

こ
う
し
た
中
で
、
よ
り
一
層

の
経
営
の
効
率
化
及
び
財
政

基
盤
の
強
化
を
図
り
、
職
員

一
人
ひ
と
り
が
経
営
意
識
を

持
ち
、
計
画
的
、
効
率
的
な

健
全
経
営
に
努
め
る
よ
う
望
む
。

ン
ト
低
下
し
て
お
り
、
今
後

の
自
主
性
と
安
定
し
た
財
政

運
営
が
危
惧
さ
れ
る
。
依
存

財
源
で
は
、
地
方
交
付
税
が

歳
入
総
額
の
21
・
7
％
を
占

め
て
お
り
、
依
然
と
し
て
依

存
度
が
高
い
状
況
に
あ
る
。

　
普
通
交
付
税
は
、
平
成
28

年
度
か
ら
段
階
的
に
減
額
さ

れ
る
が
、
新
た
な
財
源
確
保

を
望
む
と
同
時
に
市
税
や
使

用
料
等
の
徴
収
率
が
向
上
す

る
よ
う
期
待
す
る
。

監
査
委
員

　
　

〃
　
　

〃

乙
黒
　
環

長
田
温
雄

山
本
国
臣
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一般会計補正予算の主な内容

●総務費
行政事務電算化推進事業（番号制導入に向けたネットワーク統合等）
戸籍住民基本台帳費（嘱託職員賃金等）

238万円
295万円

●民生費
放課後児童クラブ運営費（放課後児童クラブのプレハブ冷暖房設備工事等）
豊富健康福祉センター運営費（温泉設備の修繕費等）

178万円
138万円

●農林水産業費
農業振興費等（被災ハウス復旧支援事業費補助金等）
土地改良施設等基盤整備事業（清川畦畔設置工事費等）

594万円
400万円

●商工費
シルクふれんどりぃ管理運営事業（空調及びボイラー設備改修工事等） 3,395万円

●土木費
建築物耐震化促進事業（緊急避難路沿線建築物耐震診断補助）
市道田富1-6号線等改良事業（公有財産購入費等）

1,011万円
2,186万円

●教育費
中学校語学研修事業（Ｈ28年度実施着手金）
玉穂生涯学習館費（空調設備修繕等）

450万円
100万円

介護保険特別会計補正予算

［主な内容］社会保険診療報酬支払基金・返還金

総額18億5,879万円（189万円を追加）

報告第6号　平成26年度中央市一般会計予算継続費の精算
報告第7号　平成26年度健全化判断比率の報告
報告第8号　平成26年度資金不足比率の報告

報　告

　マイナンバーとは、国民一人ひと
りが持つ12桁の個人番号のことです。
　マイナンバー制度は、複数の機関
に存在する個人の情報が同一人の情
報であることの確認を行うためのし
くみであり、社会保障・税制度の効
率性・透明性を高め、国民にとって
利便性の高い公平・公正な社会を実
現するための社会基盤となります。
制度の導入には次の目的があります。
　①公平・公正な社会の実現
　②国民の利便性の向上
　③行政の効率化

マイナンバーって何？　
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　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（以下「番号法」という。）
の施行により、保有特定個人情報の利用及び提供の制限等について改正を行いました。
［主な改正］
＊目的外利用について
　番号法第29条では、特定個人情報を目的外利用することができる場合を「人の生命、身体又は財
産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意があり、又は本人の同意を得ることが困難
であるとき」と限定しているため、同様の改正を行いました。
＊外部提供について
　番号法第29条及び第30条では、特定個人情報を外部提供することができる場合を「番号法第19条
各号のいずれかに該当する場合」と限定しているため、同様の改正を行いました。
＊開示請求者について
　番号法第29条及び第30条では、特定個人情報の開示を請求できる者に委任代理人を加えているた
め、同様の改正を行いました。

中央市個人情報保護条例の改正 施行日　平成27年10月5日

　太陽光発電に係る行政財産の目的外使用に対する使用料を徴収することについて、地方自治法第
225条及び第228条第1項の規定に基づき、使用料の金額等を定めるため、改正を行いました。
［主な改正］
＊使用料の額について
　太陽光発電に係る行政財産の目的外使用に対する使用料の額を使用面積1平方メートル当たり年額
200円に定めました。

施行日　公布の日中央市使用料徴収条例の改正

　女性議員が活躍できる環境を整備して議会を活性化し、よりよい住民サービスを実現するため、
出産に伴う会議及び委員会の欠席に関する規定の整備を行いました。
　主な改正内容は、議員は出産のため出席できないときは、日数を定めて、あらかじめ議長に欠席
届を提出することができるよう改正しました。

施行日　公布の日中央市議会会議規則の改正（議員提出議案）

　行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律
の整備等に関する法律（以下「整備法」という。）の施行による住民基本台帳法の一部改正により
改正を行います。
［主な改正］
＊登録申請の確認について
　整備法の施行により住民基本台帳法において住民基本台帳カードに関する規定は削除することと
されため住民基本台帳カードの引用箇所を削除します。

施行日　平成28年1月1日中央市印鑑条例の改正

　番号法に基づき交付する個人番号の通知カード及び個人番号カードの再交付に係る手数料の額を
定めるため改正を行いました。
［主な改正］
＊手数料の額について
・個人番号の通知カード再交付手数料　500円/枚
・個人番号カード再交付手数料　　　　800円/枚

施行日　平成27年10月5日（一部：平成28年1月1日）中央市手数料条例の改正
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第2回臨時会

・提出議員　宮川　弘也 ・賛成議員　福田　清美・金丸　俊明・田中　輝美・斉藤　雅浩

・提　出　先　内閣総理大臣・衆議院議長・参議院議長

［要旨］　衆議院憲法審査会において、憲法学者は「本法案は憲法に違反する」と見解し、衆議院特
別委員会でも、元内閣法制局長官2氏が「違憲」と指摘するなど、政府の「法案は憲法に適合してい
る。」との主張と大きく乖離しており、多くの国民は不安感・不信感を抱かずにいられない。
　再び｢戦争をする国に」ならないことを決意し制定された平和憲法を国民の理解が得られないまま
に解釈変更し、法律改正、制定を行うことは、あまりにも早急であり、乱暴とも思われる。
　日本という国の在り方、今後の安全保障の在り方を根本的に変えてしまう恐れのある本法案につい
ては、国民不在のまま、あるいは強行採決により法案成立することは到底許されない。
　よって、国民への十分な説明責任を果たし、徹底した慎重審議を強く求める。

契約の締結

・工　事　名
・契約金額
・請　負　人

布施配水場配水池及びポンプ棟建設工事
5億5,706万円
早野組・齋藤建設布施配水場配水池及びポンプ棟建設工事共同企業体

・工　事　名
・契約金額
・請　負　人

布施配水場機電設備工事
4億770万円
伸電工業・タツミエンジニアリング布施配水場機電設備工事共同企業体

「安全保障関連法案」の今国会における慎重なる審議を求める意見書 （7月14日可決　議会から国へ提出）

意見書の提出

中央市学校給食センター整備に関する計画等の策定に係る請願
・請　願　者　伊藤　　洋　　今村　照廣　　乙黒　幸江
　　　　　　河西　通友　　古屋美和子

・紹介議員　田中　健夫

【請願事項】
　中央市の学校給食施設を整備する建設計画等を策定するにあたっては、中央市学校給食施設検討委
員会の答申に沿った市内8校全ての給食を1カ所に集約して共同調理する方式を見直し、玉穂、田富、
豊富の各3地区に給食センターを建設する整備案を再検討すること。

・審議結果
　不採択（本会議による採決の結果、起立少数により、不採択となりました。）

〔審査内容〕
　これまでに、議員全員による勉強会、状況把握のための現地視察等を含め、5回にわたり、施設の
現状、諸問題、今後の方向性などについて慎重に審議してきました。
また、本委員会所属以外の議員からも個々の調査、研究による貴重な意見もいただきました。
今定例会の常任委員会において、継続審査となっている本件については、既に慎重審議による審査を
重ねてきているため、本定例会中に意見集約すべきとの意見が多数を占めたため、起立による採決を
行い、採決の結果、起立少数により、不採択とすべきものと決定いたしました。

　この請願は母親や教師がこどもに対する愛情と考え、採択することが議員に課せられた責任。もう
一度学校給食のあり方を母親や教師、学校給食に関わってきた業者や農家の方々を加え、どの方式が
正しいのかもう一度協議していただきたい。

賛成討論

反対討論
　答申は当時の施設の視察や諮問事項に対する答申について充分な協議、検討がされたものと認識し
ており、尊重すべき。当局からも、説明をいただき、答申の再確認、再検証をした。本請願について
委員会での結果は議員全員による慎重審議の積み重ねによる結論であると承知しているので、原案に
反対する。
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平成27年第3回定例会審議結果 ○賛成 ●反対（名執義　議長を除く）
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平成27年第2回臨時会審議結果 ○賛成 ●反対（名執義　議長を除く）

・契約締結の件

・契約締結の件
その他 ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 可

決

可
決○○○○○○○○○○○○○○○○○
不
採
択

○○○○●●●●●●●●○●●○●

・中央市個人情報保護条例中改正の件

・中央市手数料条例中改正の件

・中央市印鑑条例中改正の件

・中央市使用料徴収条例中改正の件

条例
改正

可
決○○○○○○○○○○○○○○○○○

請願審査

その他

※斜線は欠席により採決に加わっておりません。

・一般会計歳入歳出決算認定の件

・国民健康保険特別会計歳入歳出決算認定の件

・後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算認定の件

・介護保険特別会計歳入歳出決算認定の件

・地域包括支援センター特別会計歳入歳出決算認定の件

・簡易水道事業特別会計歳入歳出決算認定の件

・下水道事業特別会計歳入歳出決算認定の件

・農業集落排水事業特別会計歳入歳出決算認定の件

・田富よし原処理センター事業特別会計歳入歳出決算認定の件

・工業用地整備事業特別会計歳入歳出決算認定の件

・上水道事業会計決算認定の件

・中央市議会会議規則中改正の件

・中央市学校給食センター整備に関する計画等の策定に係る請願

○○○○○○○○○○○○○○○○○ 認
定

・一般会計補正予算（第2号）

・介護保険特別会計補正予算（第2号）

可
決○○○○○○○○○○○○○○○○○

平成
27
年度
補正
予算

平成
26
年度
決算
認定

意見書 ○○○○○○○○○○○○○○○○○ 可
決・「安全保障関連法案」の今国会における慎重なる審議を求める意見書



　
歳
出
の
抑
制
や
税
収
の
安

定
確
保
な
ど
「
中
央
市
行
財

政
改
革
大
綱
及
び
実
施
計
画
」

に
基
づ
く
取
り
組
み
を
推
進

し
、
健
全
な
財
政
運
営
に
努

め
る
と
と
も
に
、
新
型
交
付

金
を
始
め
、
新
年
度
予
算
に

向
け
た
国
の
具
体
的
な
施
策

の
動
向
を
注
視
し
、
市
独
自

の
「
地
方
創
生
」
に
取
り
組

み
た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
関
連
業
務
の
見
直
し
や
シ

ス
テ
ム
の
整
備
な
ど
、
制
度

導
入
へ
の
対
応
を
全
庁
体
制

で
進
め
て
い
ま
す
。

　
正
確
か
つ
円
滑
に
実
施
す

る
た
め
、
実
施
本
部
を
設
置

し
、
準
備
を
進
め
て
き
た
。

「
全
世
帯
を
対
象
と
し
た
オ

ン
ラ
イ
ン
調
査
」
が
初
め
て

導
入
さ
れ
ま
す
。
「
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
回
答
」
推
進
の
た

め
、
国
や
県
の
広
報
計
画
を

踏
ま
え
、
さ
ま
ざ
ま
な
機
会

や
媒
体
を
活
用
し
、
広
く
周

知
に
努
め
て
い
ま
す
。

　
市
民
が
安
心
し
て
暮
ら
せ

る
よ
う
3
駐
在
所
を
統
合
し
、

成
島
駐
在
所
を
新
た
に
交
番

に
移
行
す
る
計
画
が
示
さ
れ
、

自
治
会
説
明
会
が
開
催
さ
れ

ま
し
た
。
29
年
4
月
の
開
所

を
目
指
す
計
画
で
す
。

　
健
康
を
守
り
、
支
え
る
た

め
、
デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
計
画
の

策
定
を
行
い
、
保
健
事
業
等

を
効
率
的
・
効
果
的
に
推
進

し
、
医
療
費
の
抑
制
に
努
め

て
い
き
ま
す
。

　
8
回
目
を
迎
え
た
中
学
生

海
外
語
学
研
修
は
、
8
月
に

13
日
間
の
オ
ー
ス
ト
ラ
リ
ア
・

ケ
ア
ン
ズ
市
で
実
施
さ
れ
、

全
員
無
事
で
元
気
に
帰
国
し

ま
し
た
。

　
リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
整
備

事
業
の
諸
問
題
を
全
庁
的
に

検
討
す
る
た
め
、
「
中
央
市

リ
ニ
ア
活
用
推
進
本
部
設
置

要
綱
」
を
一
部
改
正
し
、
推

進
本
部
で
諸
問
題
の
解
決
に

努
め
て
い
き
ま
す
。

平成27年国勢調査

告報政行の長市
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中
央
市
長

田
中
久
雄

地
方
創
生

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
制
度

警
察
官
駐
在
所
の

交
番
化

デ
ー
タ
ヘ
ル
ス
事
業
の

導
入

各
施
策
の
行
政
報
告

平
成
27
年
国
勢
調
査

中
学
生
海
外
語
学
研
修

リ
ニ
ア
中
央
新
幹
線
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早急な空き家対策が望まれる

学校給食施設視察のようす

空き家等対策計画の策定に
取り組む

空き家対策と活用は

金丸　俊明 議員

住
宅
総
数
は
1
万
4
、

9
4
0
戸
、空
き
家
は
2
、

2
3
0
戸
。
空
き
家
の
管
理

状
況
は
、
地
域
の
自
治
体
が

多
く
の
情
報
を
持
っ
て
い
る
。

連
携
し
、
地
域
ぐ
る
み
で
対

応
し
た
い
。
策
定
予
定
の
空

き
家
等
対
策
計
画
の
内
容
に

位
置
づ
け
、
取
り
組
ん
で
い

く
。

【
関
連
質
問
】

▼
田
中
輝
美
議
員

セ
ン
タ
ー
化
が
現
実
的

学
校
給
食
の
あ
り
方
は

議
員

関
　
　
敦
隆

金
丸
議
員
　
①
撤
去
促
進
と

中
古
住
宅
市
場
の
活
性
化
は
。

②
適
正
管
理
に
関
す
る
条
例

の
制
定
は
。

③
実
態
把
握
と
再
利
用
施
策

は
。

市
長
　
①
税
制
改
正
等
に
よ

る
対
策
に
よ
り
撤
去
、
促
進

に
つ
な
げ
た
い
。
国
に
よ
り

中
古
住
宅
の
流
通
促
進
策
が

講
じ
ら
れ
る
。

②
特
別
措
置
法
の
全
面
施
行

で
、
市
町
村
の
行
政
代
執
行

が
可
能
と
な
る
。
前
向
き
に

検
討
し
た
い
。

③
25
年
度
の
住
宅
・
土
地
統

計
調
査
に
よ
る
と
、
本
市
の

関
議
員
　
①
中
央
市
給
食
施

設
検
討
委
員
会
の
答
申
は
。

②
学
校
給
食
の
あ
り
方
の
議

論
は
。

③
地
産
地
消
の
推
進
は
。

④
セ
ン
タ
ー
方
式
の
デ
メ
リ

ッ
ト
の
対
策
は
。

教
育
長
　
①
財
政
的
事
情
か

ら
も
セ
ン
タ
ー
化
が
現
実
的

で
望
ま
し
い
と
の
結
論
に
達

し
た
。

②
「
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
に

関
す
る
計
画
等
の
策
定
に
か

か
わ
る
請
願
」
の
審
議
結
果

を
踏
ま
え
、
学
校
給
食
運
営

委
員
会
で
、
必
要
に
応
じ
審

議
し
て
い
た
だ
く
。

③
農
業
団
体
や
生
産
者
団
体

と
の
連
携
を
図
り
、
市
内
の

農
産
物
を
中
心
に
県
内
産
の

食
材
の
調
達
に
努
め
た
い
。

④
最
新
の
調
理
道
具
導
入
等

で
時
間
短
縮
を
図
り
、
手
の

込
ん
だ
調
理
が
減
ら
な
い
よ

う
工
夫
す
る
。
学
校
栄
養
教

諭
の
配
置
、
で
き
る
限
り
の

栄
養
職
員
の
派
遣
に
努
め
る
。

衛
生
管
理
の
徹
底
を
図
る
。

関
議
員
　
自
衛
の
た
め
の
核

シ
ェ
ル
タ
ー
設
置
と
国
へ
の

要
望
を
。

市
長
　
国
の
動
向
等
を
注
視

し
、
対
応
し
て
い
く
。
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不育症研究をしている厚生労働省研究班のホームページ

すばやい対応に努める

子どもの安心・安全は

田中　健夫 議員

県
の
状
況
等
を
注
視
し
て
い
く

安
心
し
て
産
み
育
て
ら
れ
る

環
境
整
備
は

議
員

田
中
　
輝
美

田
中
議
員
　
①
犯
罪
を
許
さ

な
い
ま
ち
づ
く
り
は
。

②
警
察
と
の
協
力
体
制
と
防

犯
カ
メ
ラ
の
設
置
は
。

③
い
じ
め
へ
の
具
体
的
な
対

応
策
は
。

④
宇
坪
川
沿
い
の
通
学
路
の

安
全
対
策
は
。

教
育
長
　
①
昨
年
度
7
件
の

不
審
者
情
報
を
把
握
、
即
座

に
教
職
員
が
現
場
に
直
行
し

警
察
に
通
報
、
保
護
者
に
一

斉
緊
急
メ
ー
ル
送
信
を
行
い
、

安
全
を
確
保
し
た
。「
こ
ど
も

1
1
0
番
の
家
」が
3
8
9
軒
、

「
子
ど
も
守
り
隊
」
1
7
7

人
な
ど
、
市
民
の
協
力
を
い

た
だ
い
て
い
る
。

③
関
係
者
や
保
護
者
に
連
絡
、

必
要
に
応
じ
面
談
し
、
重
要

事
案
に
は
対
策
支
援
チ
ー
ム

を
組
織
し
て
対
応
す
る
。
学

期
ご
と
に
全
児
童
生
徒
に
調

査
を
実
施
、
軽
微
な
も
の
で

も
相
談
で
き
る
体
制
づ
く
り

に
努
め
て
い
る
。

危
機
管
理
課
長
　
②
県
警
本

部
で
成
島
駐
在
所
の
交
番
化

を
計
画
。
防
犯
カ
メ
ラ
の
犯

罪
予
防
効
果
は
高
い
。
プ
ラ

イ
バ
シ
ー
保
護
に
配
慮
し
検

討
し
た
い
。

農
政
課
長
　
④
河
川
と
し
て

の
公
図
上
の
処
理
が
さ
れ
て

い
な
い
た
め
、
地
籍
調
査
と

改
修
の
障
害
と
な
っ
て
い
る
。

協
議
が
整
い
次
第
河
川
・
通

学
路
一
体
と
し
て
改
修
し
て

い
き
た
い
。

【
関
連
質
問
】

▼
福
田
清
美
議
員

田
中
議
員
　
①
一
般
不
妊
治

療
へ
の
助
成
は
。

②
不
育
症
へ
の
支
援
は
。

市
長
　
①
体
外
受
精
・
顕
微

授
精
な
ど
高
額
な
医
療
費
が

か
か
る
特
定
不
妊
治
療
費
の

一
部
を
助
成
。
一
般
不
妊
治

療
も
、
少
子
化
対
策
と
し
て

検
討
し
た
い
。

②
山
梨
県
に
お
い
て
公
費
助

成
制
度
が
開
始
さ
れ
、
上
限

を
設
け
ず
自
己
負
担
の
半
額

を
助
成
す
る
。

田
中
議
員
　
①
ひ
き
こ
も
り

に
つ
い
て
県
が
実
施
し
た
、

民
生
委
員
へ
の
ア
ン
ケ
ー
ト

調
査
の
結
果
は
。

②
相
談
窓
口
の
活
用
状
況
は
。

③
市
の
支
援
策
は
。

④
講
演
会
や
勉
強
会
の
開
催

は
。

市
長
　
③
相
談
支
援
セ
ン
タ

ー
の
職
員
を
中
心
に
、
県
の

相
談
窓
口
と
も
連
携
を
図
り

支
援
す
る
。

④
実
態
調
査
の
結
果
を
踏
ま

え
検
討
し
た
い
。

福
祉
課
長
　
①
9
月
下
旬
に

公
表
さ
れ
る
予
定
。

②
26
年
度
8
件
。
現
在
、
継

続
中
を
含
め
9
件
を
把
握
。

【
関
連
質
問
】

▼
福
田
清
美
議
員

市
内
に
設
置
さ
れ
て
い
る
防
犯
カ
メ
ラ
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啓発に努める

通電火災の防止策は

田中　清 議員

感
震
ブ
レ
ー
カ
ー
啓
発
チ
ラ
シ

問質般一

田
中
議
員
　
①
感
震
ブ
レ
ー

カ
ー
普
及
の
取
り
組
み
は
。

②
地
震
時
の
火
災
は
、
電
気

に
起
因
す
る
割
合
が
多
い
。

公
営
住
宅
の
安
全
対
策
は
。

危
機
管
理
課
長
　
①
当
面
、

補
助
制
度
は
考
え
て
い
な
い

が
、
啓
発
に
努
め
る
。

建
設
課
長
　
②
火
災
報
知
機

は
、
20
・
21
年
度
に
全
戸
に

設
置
。
避
難
時
に
ブ
レ
ー
カ

ー
を
落
と
す
よ
う
啓
発
に
努

め
る
。

田
中
議
員
　
①
「
い
き
も
の

み
っ
け
フ
ァ
ー
ム
」
事
業
の

実
施
状
況
は
。

木
下
議
員
　
①
6
月
の
事
故

を
受
け
て
行
っ
た
緊
急
点
検

の
結
果
は
。

②
沿
線
の
安
全
対
策
に
つ
い

て
の
考
え
は
。

危
機
管
理
課
長
　
①
関
係
課

職
員
で
巡
視
。
侵
入
・
抜
け

道
と
し
て
利
用
し
て
い
る
箇

所
は
な
か
っ
た
。

②
線
路
内
に
容
易
に
侵
入
で

き
る
箇
所
や
、
柵
等
の
破
損

箇
所
の
対
応
を
J
R
東
海
に

要
望
し
た
。

木
下
議
員
　
①
国
保
財
政
の

安
定
化
策
と
し
て
中
央
市
に

措
置
さ
れ
る
国
の
支
援
金
は
。

②
支
援
を
活
用
し
て
国
保
税

の
引
き
下
げ
は
。

③
国
保
運
営
の
広
域
化
に
よ

る
不
安
は
。

市
長
　
①
保
険
料
軽
減
は
約

2
千
万
円
が
見
込
ま
れ
る
。

②
国
保
財
政
の
健
全
化
を
図

っ
て
い
く
。

③
財
政
安
定
化
、
保
険
料
平

準
化
か
ら
広
域
化
は
必
要
と

考
え
る
。

木
下
議
員
　
道
徳
科
の
導
入

は
。

教
育
長
　
考
え
る
道
徳
、
議

論
す
る
道
徳
の
授
業
を
通
じ
、

多
様
な
考
え
が
あ
る
こ
と
を

学
ん
で
ほ
し
い
と
考
え
る
。

【
関
連
質
問
】

▼
福
田
清
美
議
員

▼
関
　
敦
隆
議
員

②
耕
作
放
棄
地
の
有
効
活
用

は
。

農
政
課
長
　
①
都
会
の
親
子

65
人
と
中
央
市
の
子
ど
も
23

人
、
協
力
企
業
関
係
者
な
ど

総
勢
1
3
2
人
が
参
加
し
、

田
植
え
、
泥
ん
こ
遊
び
、
田

ん
ぼ
に
生
息
す
る
生
き
物
観

察
を
実
施
。
農
産
物
の
P
Ｒ

も
行
っ
た
。

②
耕
作
放
棄
地
約
20
ア
ー
ル

を
市
民
農
園
と
し
て
整
備
、

貸
し
付
け
可
能
な
準
備
を
し

て
い
る
。

J
R
等
へ
の
要
望
、
市
民
へ
の

啓
蒙
・
啓
発
に
努
め
る

身
延
線
沿
線
の
安
全
対
策
は

議
員

木
下
　
友
貴

身延線の柵（修理前と修理後）
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L
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の
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文部科学省より
改善の方向が示された

小中学校教諭の学校業務は

渡辺　亨 議員

促
進
に
努
め
る

防
犯
灯
・
街
路
灯
の
L
E
D
化
は議

員

小
池
　
章
治

渡
辺
議
員
　
①
長
時
間
労
働

の
実
態
把
握
は
。

②
学
校
業
務
項
目
の
見
直
し

は
。

教
育
長
　
①
市
と
し
て
調
査

を
行
っ
て
い
な
い
の
で
、
具

体
的
な
勤
務
時
間
の
把
握
は

し
て
い
な
い
。

②
今
年
度
、
校
務
支
援
シ
ス

テ
ム
を
導
入
す
る
。
情
報
の

統
合
管
理
、
効
率
化
で
教
員

の
負
担
軽
減
を
図
る
。

渡
辺
議
員
　
①
小
中
学
校
の

耐
震
は
。

②
非
構
造
部
材
の
耐
震
化
対

策
は
。

教
育
長
　
①
建
築
基
準
法
改

正
以
前
の
校
舎
6
棟
は
、
耐

震
化
工
事
が
済
ん
で
い
る
。

②
体
育
館
天
井
等
、
来
年
2

月
ま
で
に
撤
去
改
修
す
る
。

渡
辺
議
員
　
浅
利
地
区
か
ら

市
街
地
区
域
の
バ
イ
パ
ス
化

の
進
行
状
況
は
。

建
設
課
長
　
都
市
計
画
マ
ス

タ
ー
プ
ラ
ン
の
構
想
路
線
。

県
に
要
望
を
継
続
す
る
。

渡
辺
議
員
　
農
業
基
盤
整
備

は
。

農
政
課
長
　
圃
場
整
備
を
進

め
、
規
模
拡
大
を
希
望
す
る

認
定
農
業
者
や
企
業
に
よ
る

小
池
議
員
　
①
防
犯
灯
・
街

路
灯
、
L
E
D
の
設
置
数
は
。

②
L
E
D
化
の
計
画
は
。

③
国
の
補
助
金
活
用
に
よ
る

導
入
は
。

④
自
治
会
へ
の
補
助
要
綱
見

直
し
、
補
助
拡
大
は
。

総
務
課
長
　
①
市
管
理
の
防

犯
灯
は
2
、
3
1
1
、

L
E
D
は
1
9
1
。
自
治
会

管
理
は
2
、
4
3
0
、

L
E
D
数
は
不
明
。

②
順
次
、
入
れ
替
え
て
い
る
。

③
有
利
な
制
度
が
創
設
さ
れ

た
場
合
は
事
業
化
を
検
討
し

て
い
く
。

④
前
向
き
に
検
討
し
、
促
進

を
図
っ
て
い
き
た
い
と
考
え

る
。

小
池
議
員
　
①
移
住
者
支
援

に
関
す
る
国
と
知
事
会
の
動

行
の
把
握
は
。

②
移
住
者
を
呼
び
込
む
た
め

の
基
盤
づ
く
り
は
。

③
「
移
住
・
交
流
ガ
ー
デ
ン
」
、

「
ふ
る
さ
と
回
帰
支
援
セ
ン

タ
ー
」
、
「
や
ま
な
し
暮
ら

し
支
援
セ
ン
タ
ー
」
を
活
用

し
た
情
報
提
供
、
相
談
会
の

開
催
は
。

④
P
Ｒ
動
画
作
成
や
イ
ン
タ

ー
ネ
ッ
ト
の
活
用
は
。

市
長
　
①
東
京
圏
か
ら
の
移

住
促
進
の
鍵
は
雇
用
。
好
循

環
確
立
に
注
目
し
て
い
る
。

②
豊
か
な
自
然
環
境
、
医
療
、

産
業
、
温
泉
、
リ
ニ
ア
開
業

等
の
セ
ー
ル
ス
ポ
イ
ン
ト
を

最
大
限
に
磨
き
、
基
盤
づ
く

り
と
し
た
い
。

③
活
用
を
前
向
き
に
検
討
し

た
い
。

④
P
Ｒ
動
画
は
国
の
緊
急
支

援
交
付
金
を
活
用
し
、
本
年

度
作
成
。
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
、

S
N
S
活
用
も
検
討
。

【
関
連
質
問
】

▼
田
中
健
夫
議
員

▼
山
村
　
一
議
員

活
用
を
図
り
た
い
。

【
関
連
質
問
】

▼
関
　
敦
隆
議
員

撤
去
が
予
定
さ
れ
て
い
る

体
育
館
の
吊
天
井
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本
当
に
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
ー
で
守
れ
る
か

中
央
市
個
人
情
報
保
護
条
例
中
改

正〈
総
務
課
〉

問
　
デ
メ
リ
ッ
ト
が
表
示
さ
れ
て

い
な
い
。
本
当
に
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ

ー
で
守
れ
る
か
危
惧
す
る
。

答
　
他
課
と
連
携
し
な
が
ら
損
害

を
及
ぼ
す
よ
う
な
こ
と
が
無
い
よ

う
に
努
力
し
て
い
く
。

平
成
27
年
度
中
央
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
2
号
）

〈
教
育
総
務
課
〉

問
　
県
に
エ
コ
テ
ィ
ー
チ
ャ
ー
制

度
が
あ
る
。
一
つ
の
手
段
だ
と
考

え
る
が
活
用
は
。

答
　
活
用
は
し
て
い
な
い
。
制
度

の
周
知
は
し
て
い
き
た
い
と
思
う
。

平
成
27
年
度
中
央
市
一
般
会
計
歳

入
歳
出
決
算
認
定

〈
総
務
課
〉

問
　
と
ま
チ
ュ
ウ
バ
ス
に
お
い
て

は
、
資
料
館
の
ツ
ア
ー
な
ど
面
白

い
取
り
組
み
だ
。
利
用
度
も
含
め

面
白
い
ツ
ア
ー
の
企
画
が
乗
車
客

の
増
員
に
繋
が
る
。
現
時
点
で
取

組
み
は
。

答
　
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
ー
バ
ス
を
使

っ
た
行
事
は
今
年
は
定
員
一
杯
に

な
っ
た
。
宣
伝
効
果
が
あ
っ
た
。

乗
客
の
増
員
に
向
け
イ
ベ
ン
ト
等

に
取
り
組
む
。

〈
政
策
秘
書
課
〉

問
　
ふ
る
さ
と
納
税
は
還
元
率
が

低
い
か
ら
納
税
が
少
な
い
の
で
は
。

ど
の
よ
う
な
新
し
い
政
策
に
転
換

し
て
い
る
か
。

答
　
還
元
率
で
は
1
万
円
で
2
千

円
位
の
贈
答
品
。
12
月
か
ら
新
た

な
企
画
を
立
て
て
い
る
。
市
内
の

民
間
企
業
に
協
力
い
た
だ
き
、
コ

ラ
ボ
し
な
が
ら
行
っ
て
い
き
た
い
。

〈
生
涯
教
育
課
〉

問
　
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
な
ど
人
気
の

企
画
は
1
回
で
は
な
く
2
回
に
増

や
す
こ
と
は
可
能
か
。

答
　
ウ
ォ
ー
キ
ン
グ
は
バ
ス
で
行

く
の
で
手
配
や
、
早
い
段
階
で
計

画
を
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。
時

期
も
検
討
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

の
で
、
今
の
と
こ
ろ
は
春
と
秋
の

2
回
を
計
画
し
て
い
る
。
希
望
者

が
倍
に
な
る
ケ
ー
ス
や
、
そ
の
よ

う
な
意
見
が
多
い
場
合
は
検
討
し

た
い
。

介
護
保
険
事
業
は
計
画
通
り
進
ん
で
い
る
か

中
央
市
印
鑑
条
例
中
改
正

〈
市
民
課
〉

問
　
個
人
番
号
カ
ー
ド
や
パ
ス
ポ

ー
ト
を
持
た
な
い
、
ま
た
免
許
証

を
返
還
し
た
場
合
の
身
分
証
明
書

は
ど
の
様
な
物
に
な
る
の
か
。

答
　
顔
写
真
付
き
で
住
所
確
認
で

き
る
も
の
。
そ
れ
ら
が
な
い
場
合

2
点
以
上
で
確
認
で
き
る
も
の
。

平
成
27
年
度
中
央
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
2
号
）

市
民
課

問
　
番
号
法
で
は
段
階
的
に
情
報

が
追
加
し
て
く
る
。
国
の
受
託
事

務
と
し
て
そ
の
都
度
の
対
応
と
な

る
が
予
算
措
置
は
。

答
　
事
務
費
補
助
金
、
交
付
金
は

人
口
割
で
交
付
さ
れ
る
。
今
後
の

交
付
金
、
補
助
金
は
分
か
ら
な
い

平
成
26
年
度
中
央
市
一
般
会
計
歳

入
歳
出
決
算
認
定

税
務
課

問
　
市
民
税
特
別
徴
収
の
事
業
者

へ
の
対
応
の
件
を
詳
し
く
。

答
　
事
業
者
は
給
与
か
ら
税
金
を

天
引
き
す
る
こ
と
が
法
律
で
決
め

ら
れ
て
い
る
。
徴
収
率
の
向
上
と

納
税
者
の
負
担
軽
減
を
目
的
に
県

税
事
務
所
が
連
携
を
取
っ
て
市
町

村
が
小
規
模
事
業
者
に
特
徴
の
お

願
い
を
し
た
。

平
成
26
年
度
中
央
市
国
民
健
康
保

険
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定

保
険
課

問
　
財
政
調
整
基
金
が
無
く
な
っ

た
。
基
金
も
大
事
な
部
分
と
思
わ

れ
る
が
、
考
え
は
。

答
　
県
内
の
状
況
を
み
る
と
半
分

位
は
厳
し
い
。
特
別
調
整
交
付
金

の
増
や
後
期
高
齢
者
の
現
役
部
分

が
回
っ
て
く
る
と
言
う
情
報
も
あ

る
。
そ
れ
を
基
に
来
年
度
も
国
保

の
税
額
を
決
定
し
た
い
。

平
成
26
年
度
中
央
市
介
護
保
険
特

別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定

高
齢
介
護
課

問
　
交
付
決
定
に
伴
う
返
還
金
が

あ
る
が
、
介
護
保
険
事
業
は
計
画

通
り
進
ん
で
い
る
か
。

答
　
第
5
期
介
護
保
険
事
業
計
画

で
給
付
額
に
沿
っ
て
申
請
。
給
付

が
延
び
、
過
大
な
申
請
と
な
っ
て

い
た
。
現
在
は
2
千
万
円
前
後
の

伸
び
と
な
っ
て
い
る
。
認
定
に
な

る
前
の
予
防
に
取
り
組
ん
で
き
た

成
果
が
現
れ
て
き
た
。
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緊
急
避
難
路
沿
線
の
耐
震
診
断
家
屋
は

ま
だ
増
え
て
い
く
の
か

平
成
27
年
度
中
央
市
一
般
会
計
補

正
予
算
（
第
2
号
）

〈
建
設
課
〉

問
　
耐
震
診
断
家
屋
が
7
件
予
定

さ
れ
て
い
る
が
、
ま
だ
増
え
て
い

く
の
か
。

答
　
緊
急
避
難
路
に
は
細
か
い
条

件
が
あ
る
。
本
市
に
は
12
件
該
当

建
築
物
が
あ
り
、
取
壊
し
予
定
、

診
断
実
施
済
み
等
を
除
い
た
件
数

は
8
件
。
当
初
予
算
で
1
軒
を
計

上
、
今
回
の
7
件
で
全
て
の
耐
震

診
断
を
行
う
予
定
。

平
成
26
年
度
中
央
市
一
般
会
計
歳

入
歳
出
決
算
認
定

〈
都
市
計
画
課
〉

問
　
都
市
計
画
総
務
費
委
託
料
の

委
託
内
容
は
。

答
　
開
発
行
為
申
請
照
査
業
務
委

託
は
開
発
の
事
務
が
県
か
ら
移
譲

さ
れ
、
技
術
セ
ン
タ
ー
が
チ
ェ
ッ

ク
し
て
い
る
。
都
市
づ
く
り
方
針

見
直
し
検
討
業
務
は
マ
ス
タ
ー
プ

ラ
ン
の
見
直
し
。
景
観
計
画
策
定

業
務
委
託
は
主
に
届
出
行
為
、
許

可
行
為
等
の
策
定
委
託
を
し
た
。

〈
農
政
課
〉

問
　
雪
害
の
被
害
を
受
け
た
農
家

の
補
助
金
の
支
払
い
は

答
　
撤
去
分
は
全
額
終
了
し
た
。

再
建
分
に
つ
い
て
も
ほ
と
ん
ど
支

払
い
が
終
わ
る
。
被
災
農
家
へ
の

支
払
い
は
ほ
ぼ
終
了
す
る
が
、
残

る
数
件
に
つ
い
て
も
3
月
中
に
終

了
し
た
い
。

〈
商
工
観
光
課
〉

問
　
た
い
ら
山
登
山
道
看
板
の
設

置
時
期
と
効
果
は
。

答
　
設
置
は
27
年
6
月
。
設
置
場

所
は
林
道
の
最
終
地
点
か
ら
山
頂

ま
で
。
登
山
者
か
ら
迷
わ
ず
登
る

こ
と
が
で
き
た
と
連
絡
が
あ
っ
た
。

平
成
26
年
度
中
央
市
簡
易
水
道
事

業
特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
認
定

〈
水
道
課
〉

問
　
高
金
利
で
長
期
の
借
り
入
れ

よ
り
、
早
期
の
返
還
が
良
い
と
思

う
が
効
果
は
把
握
し
て
い
る
か
。

答
　
上
水
道
事
業
か
ら
利
率
0
・

5
％
で
償
還
し
た
結
果
、
負
担
減

額
が
約
3
3
8
万
円
と
な
っ
て
い

る
。
併
せ
て
上
水
道
会
計
の
利
率

に
つ
い
て
も
通
常
金
融
機
関
の
利

率
よ
り
良
い
利
率
で
貸
付
を
行
っ

て
い
る
の
で
若
干
プ
ラ
ス
に
な
る
。

　6月定例会の委員会審議で継続審査とな
っている「中央市学校給食センター整備
に関する計画等の策定に係る請願」につ
いて、9月定例会を前に7月から5回に渡り
勉強会を実施し、総務教育常任委員をは
じめ全議員が出席しました。
　今回、当局の教育委員会からも、丁寧
な説明や最新の情報等をいただき、中央
市学校給食施設検討委員会の答申の内容
について再確認、再検証しました。
　委員からは、センター化にした場合、
食育をどう充実していくのか。アレルギ
ー対応は、どういう手順で行うのか。セ
ンター化で大量仕入れに供給が追い付かず、
産地が混在する様な事例も出てくるので
はないか。などの質問がありました。

閉会中の常任委員会　調査・研究報告
◆日　時　平成27年　8月17日（月）
　　　　　午前9時30分～
◆テーマ　「中央市学校給食センター整備に関する計画等の策定に係る請願」継続審査

7月に行った学校給食施設視察のようす
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　5月27日に『持続可能な医療保険制度を構築す
る為の国民健康保険法の一部を改正する法案』
が成立し、制度変更により今後どのように変わ
るのか勉強会を実施しました。
　近年における急速な少子高齢化の進展、医療
費を取り巻く環境は大きく変化し、医療費の増
大と共に、高齢者や所得の低い方が多く加入す
る国民健康保険財政は大変に厳しい状況が続い
ております。
　全国的に厳しい国保財政の現状を改善するた
めの今回の制度改正について、「市町村運営から
県に移管し規模を大きくし財政基盤を安定させる」、
「医療費負担の見直しについて」、また、予防や
健康づくりに積極的に取り組み医療費の抑制に
努める「保険者努力支援制度の創設」など質疑応
答をし、理解を深めました。委員会としても、
今後も引き続き調査・研究を重ねてまいります。

　9月4日に行われた庁舎整備特別委員会
では、9月1日に行われた庁舎整備市民検
討委員会に、議会を代表して出席した議
員から検討委員会について説明がありま
した。検討委員会では田富庁舎の増築に
当たって、より具体的な整備方針などを
まとめた中央市庁舎整備基本計画の第1章「庁
舎整備基本計画の位置付け」、第2章「庁
舎整備方針の検討」、第3章「本庁舎整備
の基本事項」についての検討があり、そ
の状況が報告されました。
　委員からは、支所機能のあり方や庁舎
周辺のまちづくりについても慎重に審議
してほしいなどの意見がありました。
　今後も、庁舎整備市民検討委員会が随
時行われ、全8章ある基本計画について検
討されるので、特別委員会で報告してい
きます。

　9月4日に行われたリニア中央新幹線対
策特別委員会では、市のリニア担当者も
出席し、6月以降に行われた協議会や委員会、
また、沿線地区の説明会、JRによる田富
北小学校の建物調査、中心線測量などの
報告があり、現在の進捗状況について説
明がありました。
　この中で委員からは、JRに市の考えや
地元の考えをもっとぶつけるべき。基本
構想の策定を早く進めるべき。まちづく
りや人口ビジョンについて議会でも考え
るべきだが、何をするのか明確にしてほ
しいなど、多数の意見や質問、要望があ
りました。
　また、リニア担当からも、これから住
民の意見などを集約し、JRに要望してい
くとのことです。

閉会中の常任委員会　調査・研究報告
◆日　時　平成27年　7月30日（木）
　　　　　午前9時30分～
◆テーマ　「今後の国保」について

厚生常任委員会勉強会
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　市議会では、議会改革項目のひとつである「より開かれた市議会の推進」を目的とする

『市民と議会の対話集会』を開催しました。

　今回の対話集会は、参加対象者を市内の各自治会長とし、テーマである「中央市の少子

高齢化」について、多くの活発な意見交換を行ないました。

テーマ 「中央市の少子高齢化」について

開催日 平成27年7月15日（水）　午後7時～

場　所 玉穂総合会館　2階多目的ホール

参加者 47名（46の自治会長）

　企業誘致活動の推進によって
職場があれば、人口増加を足掛
りに市税増収と若い世帯の定住
が実現され、高齢化の歯止めに
なる。行政で魅力のある市政の
実現をお願いしたい。

　若い世代に安定した働く場を確保することは重
要であり、大きな課題として認識しています。県
と連携し就業支援の特別組織を設置する程の取り
組みが必要だと考えます。
　雇用拡大により年金受給者を支える財源確保に
つながるため、少子化に歯止めをかけ雇用拡大は
大きなテーマと考えます。

　女性が子育てに専念すると仮定し、義務教育終了ま
で無収入となる。児童手当て等の対策は制度化されて
いるが充分な額ではなく、積極的に産みたいとは思え
ない。そこで大胆な提案ではあるが、無収入期間の労
働対価を行政が助成するというもの。これくらいの極
端な発想が必須、市の人口増加、市税増収の一つの具
体策かと思う。

　「極端な発想が必須」との貴
重なご提案をいただきました
ので、今後、地方創生で人口
ビジョンを進めていく中で提
言材料とさせていただきたい
と思います。

　今回の「市民と議会の対話集会」では、議会、市当
局に向けた多くのご意見、ご提案、また大変厳しいご
意見もいただきました。
　議会では、皆さまからいただいたご要望・ご提案等
を市長に協議、検討していただくよう依頼書を提出
しました。

　今回のアンケートにより来年1月
から2月に、再度自治会長を対象に
中学校区単位で実施する予定です。
　開催日、テーマ等が決まりました
らご報告します。

今後の予定



かほ定予の会議

19

総務教育常任委員会閉会中の勉強会

議会運営委員会

会派代表者会

広報編集委員会

議会改革推進委員会

産業土木常任委員会閉会中の勉強会

第2回臨時議会

リニア騒音体感見学会

市民と議会の対話集会

中央市まち・ひと・しごと創生推進委員会会議

山梨県市町村長・議長会議

中北・峡南地区議会議長会

中央市庁舎整備市民検討会

厚生常任委員会閉会中の勉強会

議会運営委員会

会派代表者会

2日

6日

9日

10日

14日

15日

22日

24日

27日

29日

30日

31日

7月 8月
2市1町正副議長・事務局職員会議

山梨県市議会議長会議長・局長会議

山梨県市議会議長会議員合同研修（前期）

一般質問通告調整会議

総務教育常任委員会閉会中の勉強会

議員全員協議会

議会運営委員会

会派代表者会

議会改革推進委員会

中央市総合防災訓練

3日

6日

12日

17日

25日

30日

1日

4日

11日

18日

29日

第3回定例会開会

庁舎整備特別委員会

リニア中央新幹線対策特別委員会

中央市まち・ひと・しごと創生推進委員会会議

第3回定例会閉会

広報編集委員会

9月

　10月16日（金）大分県佐伯市議会の経済産業

常任委員（6人）が「耕作放棄地対策」・「道の駅

のとりくみ」について、視察に訪れました。また、議

長が歓迎のあいさつを行ないました。

大分県佐伯市議会
　10月7日（水）茨城県行方市議会の議会運営

委員（8人）が「議会運営」について、視察に訪れ、

議長及び議会運営委員全員が歓迎し、研修・意

見交換を行ないました。

茨城県行方市議会

※日程等は定例会前の議会運営委員会で決定されます。変更される場合がありますのでご了承ください。

12月議会は、次のとおりの予定となります。お気軽に、傍聴においでください。平成27年12月定例会の予定

午前10時

午前9時30分

午前9時30分

午前9時30分

開会

総務教育常任委員会

厚生常任委員会

産業土木常任委員会

（火）

（金）

（月）

（火）

8日

11日

14日

15日

午前10時

午前10時

午前10時

一般質問

一般質問

閉　会

（木）

（金）

（火）

17日

18日

22日
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布施第3

栗田　広明

杞憂な事

　私が中央市（旧田富町）に転入してきたのが

平成7年5月なので、もう21年目になります。

　その当時に比べると、道路状況は環状道路が

出来たりして色々よくなってきたと思います。

　しかしながら、大きな道路から一歩中に入ると、

軽自動車がやっと通れるくらいの狭い道が多々

見受けられます。

　旧田富町に来た当時から、この道の狭さが少

し怖いと思っていました。それは、狭い道だと

万が一のことが起きた時に救急車や消防車が現

場まで入って来られないのではないかと思われ

るからです。

　また、東日本大震災のような大きな地震があ

ったときは、ブロック塀が倒れて逃げ道を塞い

でしまうのではないかと怖くなります。

　区画整理するのは難しいと思うので、ブロッ

ク塀に対して何かの対策を考えていただければ

ありがたいと思います。

　久しぶりに市議会のヒット。嬉しいニュース
を聞きました。
　それは、子ども医療費が中学3年生まで年齢
拡大され10月より実施され、大変よかったと思
います。
　それと残念なこともあります。障害者の医療
費窓口無料が、いったん窓口で支払いをしなけ
ればならなくなりました。国からペナルティが
あるとの理由で廃止になったようです。ぜひ復
活を希望します。
　それと、安倍政権にひとこと言いたいと思います。
安倍さんは、日本の国をどこへ引っぱっていこう
としているのかとても心配です。多くの識者が
違憲だと言っていた安保法案を強引に通し、戦
後一貫して守ってきた平和憲法を解釈で捻じ曲げ、
今多くの国民が怒っています。民主主義を守れ、
立憲主義を守れと憲法の大原則を変更するには、
国民の支持がなければ不可能です。
　平和は大事です。自民党の支持者にもこの法
案だけは駄目だとの声もありました。
　安倍総理、国民の声をよく聞き、もっと丁寧
な説明をする必要があったのではないでしょうか。

下三條

岡村　　進

久しぶりに市議会のヒット！

　今年は各地の火山活動の活発化、地震、河川の氾
濫等さまざまな大きい災害が起こっています。
　9月には、中央市と災害協定を結んでいる茨城県
常総市が鬼怒川の氾濫により、甚大な被害を受けま
した。また、そのときの非難勧告等の対応のありか
たも論議の話題に上がり、今後の検討課題だと感じ
ました。
　中央市でも中巨摩広域事務組合構成員の一員とし
て救援物資を毛布1,200枚、飲料水（500ml）8,000本、
アルファー米6,100食等をお届けしました。被災地
の1日も早い復興と亡くなられた方のご冥福をお祈
りします。
　中央市も大きな河川を抱えており、このことを教

訓に再度災害に強いまちづくりを考えていかなけれ
ばと改めて感じました。
　最後に編集委員として、見やすい、また親しみや
すい議会だよりを目指して取り組んでいます。
　より多くの市民の皆様に読んでいただきたいと取
り組んでおります。今後も皆様のご意見をお聞かせ
ください。　　　　　　　　　　　　［渡辺　亨］

発　行／山梨県中央市議会　　発行人／議会議長　名執義　　　編　集／議会広報編集委員会
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